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2024年度決算

将来情報に関するご注意

本資料には、当社の中期経営計画等についての様々な経営⽬標及びその他の将来予測が開⽰されています。これらは、当社の経営陣が中
期経営計画を成功裡に実践することにより達成することを⽬指していく⽬標であります。これらの経営⽬標及びその他の将来予測は、将来の
事象についての現時点における仮定及び予想並びに当社が現時点で⼊⼿している情報に基づいているため、今後の四囲の状況等により変化
を余儀なくされるものであり、これらの⽬標や予想の達成及び将来の業績を保証するものではありません。したがって、これらの情報に全⾯的に
依拠されることは控えられ、また、当社がこれらの情報を逐次改訂する義務を負うものではないことをご認識いただくようお願い申し上げます。

2025年5⽉1⽇
住友商事株式会社
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1. 2024年度実績・2025年度通期予想サマリー
 2024年度の当期利益（親会社の所有者に帰属）は、前期⽐1,755億円増益となる5,619億円。
 2025年度通期利益予想は過去最⾼益となる5,700億円、ROEは12%を計画。不確実性の⾼い事業環境を踏まえ、バッファー△400億円を織り込み。
 2025年度の年間配当⾦は10円増配となる140円/株（予定）。また、合計800億円の⾃⼰株式取得を決定。

2025年度通期予想増減（前期⽐）2024年度実績2023年度実績

5,700億円
（含む、バッファー△400億円）+1,755億円5,619億円3,864億円当期利益

（親会社の所有者に帰属）

12%+3.0%12.4%9.4%ROE

年間配当⾦︓140円/株

⾃⼰株式取得︓600億円

年間配当⾦︓130円/株

⾃⼰株式取得︓700億円*
年間配当⾦︓125円/株株主還元

* うち、500億円は取得・消却済、200億円は、2024年度実績に対する追加還元相当として今回公表。

• 政治的混乱、地政学的緊張の⾼まり、主要先進国の成⻑鈍化など、事業環境の不確実性が継続。

• ⽶国の関税措置︓サプライチェーンへの影響に対しては、顧客・サプライヤーと協⼒しながら対応。
クロスボーダー取引における契約当事者としての直接的な関税負担の影響は限定的だが、間接的な影響は⼀定程度⽣じる可能性あり、バッファーを設定。

2024年度決算・2025年度通期予想サマリー

【2025年度の事業環境認識】
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鉄鋼
建機
リース
都市総合開発
デジタル
ヘルスケア
アグリ事業
エネルギートランスフォーメーション

2. 中期経営計画2026 進捗︓利益計画

〜 FY2026
計画

6,500

5,000
利益成⻑
+1,500

成⻑分野 +1,000
うち、Organic *2 +500

Inorganic *2 +500

再構築 +500
FY2023

実績

 2024年度は、事業ポートフォリオ変⾰の下での資産⼊替により増益。
 2025年度は、成⻑分野を中⼼とした利益成⻑・⾜元不調なビジネスの業績改善を進める。

5,619

+105,010

6,100
バッファー
△400

+160

+470 +530

△380
+230

+180

+400

成⻑分野
（注⼒・バリューアップ）

再構築

うち、
為替︓+190
資源価格︓△160

その他

2024年度
資産⼊替関連
及び特殊損益

成⻑分野（注⼒・バリューアップ）

再構築

外部要因 その他2025年度
資産⼊替関連
及び特殊損益

2023年度
実績

2024年度
実績

2025年度
通期予想

主な成⻑分野︓＋200

3,864

資産⼊替関連︓+200
・ ティーガイア 売却関連益 等

2025
年度

→ →

*1 「資産⼊替関連及び特殊損益」は従来の⼀過性損益に相当するものです。
*2 Inorganic︓新規ビジネス、あるいは既存ビジネス拡⼤を⽬的とした投融資による利益貢献

Organic︓Inorganic以外の既存ビジネスの成⻑

2024年度
資産⼊替関連
及び特殊損益

資産⼊替関連
・ ⽶国タイヤ販売事業におけるマイダス社売却益 等

うち、
2024
年度

2023
年度

+40 △70

うち、

うち、

うち、

主な成⻑分野︓＋30

△470

資産⼊替関連
及び特殊損益*1

外部要因
うち、
為替︓△200
資源価格︓△190 5,700

（単位︓億円）
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3. 中期経営計画2026 進捗︓強み・競争優位を発揮する主な成⻑分野
今後の⽅針⾜元の進捗主な成⻑分野

• EEWグループとの取引拡⼤、モノパイル含めたエネルギートランジション向け需要の更なる
取り込み 

• 顧客サービスの拡充、 新規商材の拡販、サプライチェーン基盤強化
• 洋上⾵⼒発電⽤の基礎構造物「モノパイル」製造事業（EEW）への出資 
• 北⽶鋼管における市況回復鉄鋼

• 収益性や資本効率の更なる改善を図りつつ、地域シェア拡⼤・商材拡充による
収益基盤の強化を⽬指す

• 北⽶建機レンタル事業︓新経営陣のもと、⼤⼝広域顧客の取込やトレンチ等専⾨
レンタル強化に取り組むと共にコスト競争⼒の強化を図る

• アフリカ・欧州計約20ヶ国の建設機械代理店企業 BIA Groupへの出資完了  
• 北⽶建機レンタル事業︓建設需要の伸びの鈍化による利益計画の遅れに対し、
⼈件費等コスト抑制や単価の⾒直し等のリカバリー策を実施 

建機

• 不動産や航空機等でのアセットマネジメントビジネス強化による収益性と資産効率向上
を⽬指す

• ヘリリース会社の買収や不動産アセットマネジメント会社の買収等、既存事業の
顧客基盤拡⼤を実現

• コンテナリース事業への参⼊、事業領域拡⼤及び事業ポートフォリオの多様化を実現
リース

• 国内外不動産の資産⼊替（仕⼊・売却）の促進と優良案件のグローバルな開発・
積み増し、⼯業団地、ベトナムのサステナブルシティ等の各種事業の収益強化及び各
SBUの強みを掛け合わせた都市総合開発の収益実現に向けた着実な取り組みを継続

• 国内を中⼼とした不動産案件の資産⼊替（仕⼊・売却）の促進に加え、
⽶国住宅事業の好調により、堅調に推移 都市総合開発

• 「アジア太平洋地域No.1のデジタル事業プラットフォーム」を構築し、上流コンサルから
下流BPOまで、基幹システム開発からデータドリブン経営⽀援まで、住友商事の
各営業グループが培ってきた顧客基盤や業界課題の知⾒も活⽤して、⽇本国内は
もちろんグローバルなDX/ITニーズに対応

• 増⼤するDX/IT投資需要を着実に取り込み、関連事業は順調に成⻑
• SCSKによる、ネットワンシステムズの完全⼦会社化完了
• GPU as a Service事業に参⼊し、AIソリューション事業を強化

デジタル

• 既存事業の更なるバリューアップと複数の新規案件パイプラインからの実現を⽬指す• 既存事業のオペレーション効率化によるバリューアップ
• 調剤ロールアップに⼀部遅れあるも、東南アジア・北⽶において事業基盤拡⼤ヘルスケア

• ブラジルにおいては既存事業の収益性改善や下振れ耐性強化に注⼒する
• 同時に、バイオ農薬等の⾼付加価値製品の販売を強化する

• ブラジルでの前期天候不順等に起因する農家収⼊減に伴う貸倒損失に対し、
与信引き締め等の対応策を実⾏

• ベトナム・ルーマニアの直販事業、チリのバイオ農薬事業等への出資を
着実に実⾏

アグリ

• 各産業セクターのバリューチェーン全体を俯瞰し、地域ニーズを捉えた脱炭素ワンストップ・
ソリューション機能を提供し、脱炭素ビジネスへのシフト、トレードの強化、新たな収益
基盤の拡⼤を図る 

• 海外IPP/IWPP好調、他事業も堅調に推移 
• インド都市ガス事業出資、インド再エネコーポレートPPA事業参画 エネルギートランスフォーメーション
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4. 中期経営計画2026 進捗︓キャッシュ・フローアロケーション
 株主還元後フリーキャッシュ・フロー⿊字の基本⽅針、キャッシュ・フローアロケーション⽅針は変更無し。

キャッシュ・
フロー
収益⼒*2

2兆円

投資
1.8兆円

資産⼊替
0.8兆円

株主還元
0.7兆円

Cash In Cash Out

*1 鉄鋼、リース、建機、都市総合開発、デジタル、ヘルスケア、アグリ、エネルギートランスフォーメーション
*2 キャッシュ・フロー収益⼒＝（売上総利益+販売費及び⼀般管理費（除く貸倒引当⾦繰⼊額）+利息収⽀+受取配当⾦）×（1−税率）+持分法投資先からの配当+減価償却費+リース負債⽀払
*3 運転資⾦増減等を除く

0.73兆円

0.21兆円

0.65兆円

0.24兆円

0.49兆円

1.07兆円1.35兆円

0.56兆円

マネジメント
アロケーション

0.3兆円
0.30兆円

2025〜2026年度 計画
2024年度 実績

中期経営計画2026

ポートフォリオの新陳代謝を更に加速

成⻑分野*1を中⼼にCF収益⼒を向上

累進配当、総還元性向40%以上

投資機会、キャッシュ・フロー等の
状況に応じて、株主還元と成⻑投資に
資⾦を分配し、ROE向上を図る

成⻑分野を中⼼に経営資源を
重点配分

［財務健全性の維持］

株主還元後フリーキャッシュ・フロー*3⿊字
基本
⽅針
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中期経営計画2026
3年合計計画

（24/4〜27/3）

注⼒・バリューアップ
1.4兆円〜

育成／再構築 等

0.4兆円〜

6,300億円

1,000億円

7,300億円

中期経営計画2026中に利益貢献を⾒込む投資 2027年度以降に利益貢献を⾒込む投資更新投資

約1,200億円 約4,200億円
●インド都市ガス事業への出資
●国内外不動産案件の取得

約900億円

新規投資からの2026年度利益貢献⾒込み額︓約+130億円
（中計2026 3ヵ年における成⻑分野の新規投資からの利益貢献計画︓+500億円）

約400億円
⾮開⽰

約200億円
約2,600億円

等

約200億円
約300億円

等

2,400億円
●政策保有株の売却進捗 約+800億円
（ティーガイア売却︓約+150億円を含む。別途、 2025年度に約+350億円の影響を⾒込む）

5. 中期経営計画2026 進捗︓投資・資産⼊替
キャッシュ・フロー

収益⼒
2兆円

投資
1.8兆円〜

資産⼊替
0.8兆円

株主還元
0.7兆円〜

Cash In Cash Out

Cash
Out

投資
1.8兆円〜

資産⼊替
0.8兆円

Cash
In

2024年度
実績

（24/4〜25/3）

ROE12%
以上

●国内外不動産案件の取得
●洋上⾵⼒発電⽤の基礎構造物製造事業への出資
●⽶国建機レンタルの資産積み増し
●SCSKにおけるネットワンシステムズへの出資

約500億円 約400億円

●⽶国建機レンタル
●SCSK
●QB2

等

●エチオピア通信事業増資
●CVC投資 等

 投資、資産⼊替はともに3年合計計画に対して順調に進捗。
 成⻑分野の新規投資からの2026年度利益貢献は130億円程度を⾒込む。

約100億円
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総還元性向40%以上 +累進配当DOEレンジ⽅式連結配当性向30%
40.2%

6. 株主還元
 2024年度︓年間配当⾦を130円/株（中間65円、期末65円（予定））とし、追加還元として200億円の⾃⼰株式取得を決定。
 2025年度︓年間配当⾦⾒通しを前期⽐10円増の140円/株（予定）とし、600億円の⾃⼰株式取得を決定。

*1 配当維持または増配
*2 2024年6⽉17⽇ 買付完了、2024年8⽉28⽇ 消却済

△1,531

4,637

5,653

3,864

29.7% 37.7% 39.5% 40.5%

1株当たり配当（円）

⾃⼰株式取得額（億円）

配当総額（億円）

純損益（億円）

総還元性向
5,619

5,700

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 通期予想 2026年度 イメージ

持続的な利益成⻑及び更なる収益基盤の強化に努めることで、株主還元の充実を図り、株主価値の向上を⽬指す

総還元性向40%以上 +累進配当*1株主還元⽅針

累進配当

870 1,370 1,430 1,530 1,570 1,690 

700 500 
70 

110 115 
125 

130 
140 

600
*2

⾃⼰株式取得 800億円
（2025年5⽉1⽇ 決議）

200
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No.1事業群
競争優位を磨き、社会課題解決を通じた成⻑を実現

強みを核とした成⻑
競争優位のある事業をより強く

デジタル・GXで加速する新たな成⻑

強みを核とした成⻑
競争優位のある事業をより強く

デジタル・GXで加速する新たな成⻑

成⻑の原動⼒の強化
戦略軸の組織体制

⼈・組織のエンパワーメント

成⻑の原動⼒の強化
戦略軸の組織体制

⼈・組織のエンパワーメント

事業ポートフォリオ変⾰
経営資源再配分による新陳代謝の加速

事業ポートフォリオ変⾰
 主な成⻑分野を中⼼に過去最⾼レベルの7,300億円の投資を実⾏。

（SCSKによるネットワンシステムズ買収 等）
 資産⼊替が着実に進捗し、事業ポートフォリオの新陳代謝を加速。

（ティーガイアの売却、⽶国タイヤ販売事業におけるマイダス社売却*1 等）

強みを核とした成⻑
 主な成⻑分野について、建機やアグリ事業等⾜元低調なビジネスもあるが、

リースや都市総合開発、デジタル等で収益基盤を拡⼤した。

成⻑の原動⼒の強化
 親和性のあるビジネスを同⼀グループに再編した事により、都市総合開発では

インフラ事業の知⾒/ノウハウを活かした海外不動産案件の投資実⾏等の
シナジーが拡⼤。

 WILL選考*2の実施、社内公募制の拡⼤のように多様な”個”の意志・
ポテンシャルを最⼤限に引き出す施策に加え、経営⼈財を計画的に育成する
⼈財マネジメントサイクルと、積極的なキャリア採⽤や⼥性・若⼿の登⽤等、
（属性に囚われず）真にビジネスの成⻑戦略を後押しする⼈財配置を推進。

 政治的混乱や地政学的緊張の⾼まり、主要先進国の成⻑鈍化等、事業環境の不確実性はより⾼まったが、
No.1事業群の実現に向けた各施策を着実に実⾏し、期初計画を上回る利益成⻑を果たした。

7. 中期経営計画2026 1年⽬の総括

*1 2025年度中を⽬途に売却完了予定
*2 WILL選考︓初期配属組織を確約する新卒向け採⽤選考
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8. 中期経営計画2026 進捗︓事業ポートフォリオ変⾰
 注⼒事業を中⼼に投下資本を順調に積み増し、資産⼊替も着実に実⾏。

当期利益・ROIC推移*（2023年度→2024年度）

* 円の⼤きさは投下資本⾦額

ROIC（%）

当期利益
（億円）

投下資本拡⼤による
収益基盤の拡⼤

市場の魅⼒度

強みの発揮度 ROIC（WACC対⽐）

バリュー
アップ

育成 注⼒

再構築

新たな強みとなる
次世代ビジネスの育成

効率性向上、新たな
付加価値提供による

収益性の向上

⼊替を含めた
事業の再構築

投下資本配分（2023年度→2024年度）

注⼒

バリューアップ

再構築
育成

△2,000

△1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

△15 △10 △5 0 5 10 15

（単位︓億円）

41,000 → 51,000

27,000 → 23,00012,300 → 11,700

1,850 → 1,800

2023年度 ● ● ● ●
2024年度 ● ● ● ●注⼒ バリューアップ 再構築 育成
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9.株価・PBR推移
 2022年より利益成⻑と共にTOPIXをアウトパフォーム。
 中期経営計画2026の各種施策の着実な実⾏により、PBR1倍以上の回復を早期に実現する。
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5,000

2014/4 2015/4 2016/4 2017/4 2018/4 2019/4 2020/4 2021/4 2022/4 2023/4 2024/4 2025/4

住友商事 PBR（右軸） 住友商事 株価（左軸） TOPIX(左軸） PBR=1TOPIX（左軸）

（倍）（円）
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2024年度実績 及び 2025年度通期予想
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10. 2024年度実績（当期利益（親会社の所有者に帰属））

ハイライト

*1 資源ビジネスは「資源グループ」と、エネルギートランスフォーメーショングループのうち「ガスバリューチェーンSBU」の合計です。
*2 ⾮資源ビジネスは全社計から「資源ビジネス」と「消去⼜は全社」を差し引いて算出しております。
*3 資源ビジネス、⾮資源ビジネス、消去⼜は全社の⾦額は「資産⼊替関連及び特殊損益」を除く業績を表⽰しております。
*4 2024年4⽉1⽇付の機構改正に伴い、2023年度実績の内訳を組み替えて表⽰しております。

• 資源ビジネス（+60億円）
銅・アルミ価格上昇 等

• ⾮資源ビジネス（+510億円）
リース事業 堅調
不動産事業 資産⼊替の促進により増益
海外発電事業 好調
建設機械 建設需要の伸びの鈍化、償却費等のコスト負担増
アグリ事業 前期天候不順の影響や市況下落に伴う需要減

• 資産⼊替関連及び特殊損益
当期 航空機リース事業における保険和解⾦受領

ティーガイア売却関連益
• 消去⼜は全社

社内制度変更の影響あり
• 円安の影響あり

（参考）USD期中平均レート︓2023年度 144.59
2024年度 152.61

 2024年度当期利益（親会社の所有者に帰属）は5,619億円となり、前期⽐で1,755億円の増益。
 ⾮資源ビジネスは510億円の増益となる3,980億円と好調。資源ビジネスも、60億円の増益と、市況下落局⾯において底堅く推移。

380
△50

3,460 3,980 

1,160 1,220 

△1,140

470

2023年度実績 2024年度実績

当期利益実績（前期⽐）

*1 *3

*2 *3

*3

（単位︓億円）
5,619

3,864

*4
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増減要因増減額当期利益セグメント
・鋼管︓北⽶は市況軟化も、他地域が好調に推移
・鋼材︓中国等における需要低迷の影響△8鉄鋼

・⾃動⾞流通販売・国内オートリース事業︓堅調に推移△7⾃動⾞

・輸送機︓リース事業・船舶事業を中⼼に堅調に推移
・建設機械︓建設需要の伸びの鈍化、償却費等のコスト負担増により減益+53輸送機・建機

・不動産事業︓資産⼊替（仕⼊・売却）の促進により増益+306都市総合開発

・国内主要事業会社︓堅調に推移 ・エチオピア通信事業︓⽴ち上げコスト増加等あり
・当期 ティーガイア売却関連益 ・前期 ミャンマー通信事業における貸倒引当⾦あり+463メディア・デジタル

・欧⽶州⻘果事業︓バナナ・パイナップル事業好調、前期 固定資産減損損失あり
・北⽶マッシュルーム事業︓⽣産安定化施策の効果あり+178ライフスタイル

・銅・アルミ価格上昇 等
・前期 マダガスカルニッケル事業 減損損失あり+1,006資源

・ライフサイエンス︓医薬品関連取引・ペットケア関連事業 好調、前期 売却関連損失等あり
・アグリ事業︓前期天候不順の影響や市況下落に伴う需要減、当期 貸倒損失あり+50化学品・エレクトロニクス・農業

・海外発電事業︓好調に推移+121エネルギートランスフォーメーション

・社内制度変更の影響あり△408消去⼜は全社
△ 45

964

214

911

141

452

771

1,015

512

684

363

843

164

△ 95

△ 37

△ 10

465

962

518

692

11. 2024年度実績（セグメント別当期利益）
2023年度 実績︓3,864億円
2024年度 実績︓5,619億円

上段︓2023年度 実績
下段︓2024年度 実績

（単位︓億円）
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2024年度
実績

(24/4〜25/3)

中期経営計画2026
3年合計計画
(24/4〜27/3)

（単位︓億円）

Cash In

+6,476+20,000〜キャッシュ・フロー収益⼒
+2,400+8,000〜資産⼊替

Cash Out

△7,300△18,000 〜投資
（△6,300）（△14,000 〜）（注⼒／バリューアップ）
（△1,000）（△4,000 〜）（育成／再構築 等）

△2,050△7,000 〜株主還元

△400⿊字
株主還元後
フリーキャッシュ・フロー
（運転資⾦の増減等を除く）

12. 2024年度実績（キャッシュ・フローの状況）
 コアビジネスが着実にキャッシュを創出。
 資産⼊替を着実に進め、注⼒事業における成⻑投資に経営資源を重点的に配分。

*2 キャッシュ・フロー収益⼒＝（売上総利益+販売費及び⼀般管理費（除く貸倒引当⾦繰⼊額）+利息収⽀+受取配当⾦）×（1−税率）+持分法投資先からの配当+減価償却費+リース負債⽀払

*1

*1 「中期経営計画2026」におけるキャッシュ・フローアロケーション⽅針は以下の通り。
   ・株主還元後フリーキャッシュ・フロー（運転資⾦の増減等を除く）の⿊字
       ・投資機会・事業環境・キャッシュ・フローの状況等に応じて、株主還元と成⻑投資に資⾦を配分し、ROE向上を図る

ハイライト

*2

キャッシュ・フロー収益⼒
• コアビジネスが着実にキャッシュを創出

資産⼊替
• 政策保有株式の売却
• ティーガイア株式の売却 等
投資
• 洋上⾵⼒発電⽤の基礎構造物製造事業への出資
• 建設機械代理店企業 BIA Groupへの出資
• 国内外不動産案件の取得
• SCSKによるネットワンシステムズへの出資
• インド都市ガス事業への出資 等

株主還元
• 配当⾦の⽀払、⾃⼰株式の取得
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13. 2024年度実績（財政状態）
 営業資産の増加等により、総資産は11.6兆円に増加。（前期末⽐約+6,000億円）

総資産 +5,986（116,312←110,326）
• 営業資産の増加
• SCSKにおけるネットワンシステムズ新規連結の影響

• 当期利益の計上
• 配当⾦の⽀払・⾃⼰株式の取得

株主資本 +2,030（46,485←44,455）

増減2024年度末2023年度末

+1,36250,74149,379流動資産

+4,62465,57060,946⾮流動資産

+5,986116,312110,326資産合計
+3,32334,90931,585その他負債

+530
(+1,491)

32,547
(26,725)

32,017
(25,234)

有利⼦負債
（現預⾦Net後）

+3,85367,45663,603負債合計
+2,03046,48544,455株主資本

+5,986116,312110,326負債及び資本合計

±0.0pt0.60.6D/E Ratio（Net）
△1.89149.52151.41為替 (円/US$)

（単位︓億円）

*2

*3

*1 IFRIC第12号「サービス委譲契約」に従い、詳細に検討した結果、 2024年度より流動資産に含まれる⼀部の取引の表⽰を
流動資産並びに⾮流動資産に含めて表⽰しており、2023年度の⾦額もこれに合わせて修正表⽰しております。

*2 有利⼦負債…社債及び借⼊⾦(流動・⾮流動)の合計（リース負債は含まず）
*3 株主資本…資本の内、「親会社の所有者に帰属する持分合計」

ハイライト

*1

*1
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14. 2025年度通期予想（当期利益（親会社の所有者に帰属））

ハイライト

*1 資源ビジネスは「資源グループ」とエネルギートランスフォーメーショングループのうち、「ガスバリューチェーンSBU」の合計です。
*2 ⾮資源ビジネスは全社計から「資源ビジネス」と「消去⼜は全社」を差し引いて算出しております。
*3 資源ビジネス、⾮資源ビジネス、消去⼜は全社の⾦額は「資産⼊替関連及び特殊損益」、「バッファー」を除く業績を表⽰しております。

• 資源ビジネス（△110億円）
資源価格下落
新規投資からの利益貢献

• ⾮資源ビジネス（+460億円）
リース事業 堅調
不動産事業 資産⼊替の促進により堅調に推移
デジタル・ヘルスケア 事業規模拡⼤に伴う収益増
海外通信事業 顧客獲得数増加に伴う売上増
アグリ事業 天候不順による販売不調等からの回復

• 資産⼊替関連及び特殊損益（2025年度︓400億円）
⽶国タイヤ販売事業における⾃動⾞修理・メンテナンス事業会社売却益

• バッファー△400億円

（参考）USD期中平均レート︓2024年度 152.61
2025年度 140.00

△50
150

3,980 
4,440

1,220 
1,110470

400

2024年度実績 2025年度通期予想

当期利益（前期⽐）（単位︓億円）

5,619

*1 *3

*2 *3

*3

 2025年度通期利益予想は過去最⾼益となる5,700億円。⾮資源ビジネスにおける着実な利益成⻑を⾒込む。
また、不確実性の⾼い事業環境を踏まえ、バッファー△400億円を織り込み。

バッファー
△4006,100 5,700
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増減要因増減額当期利益セグメント
・鋼管事業 ︓北⽶鋼管事業 市況回復
・鋼材事業 ︓洋上⾵⼒発電⽤の基礎構造物製造事業からの利益貢献+76鉄鋼

・⾃動⾞流通販売・国内オートリース事業︓堅調に推移
・2025年度 ⽶国タイヤ販売事業における⾃動⾞修理・メンテナンス事業会社売却益を⾒込む+308⾃動⾞

・輸送機︓リース・船舶事業を中⼼に堅調に推移
・建設機械︓コスト削減等を⾒込む ・2024年度 航空機リース事業における保険和解⾦受領あり△135輸送機・建機

・不動産事業︓継続的な資産⼊替（仕⼊・売却）の促進により堅調に推移+9都市総合開発

・国内主要事業︓堅調に推移、SCSKにおけるネットワンシステムズ取得効果を⾒込む
・海外通信事業︓顧客獲得数増加に伴う売上増 ・2024年度 ティーガイア売却関連益あり△52メディア・デジタル

・ヘルスケア︓国内外における既存事業オペレーション効率化・事業規模拡⼤に伴う収益増
・2025年度 資産⼊替関連損を⾒込む+8ライフスタイル

・資源価格下落、新規投資からの利益貢献△81資源

・アグリ事業︓ブラジルでの需要回復に伴う販売増 2024年度 貸倒損失あり
・基礎化学品︓⽯化原料・製品トレードの販売増及び硫酸事業が堅調に推移+136化学品・エレクトロニクス・農業

・海外発電事業︓前期好調の反動減及びVan Phong事業持分利益減
・2025年度 資産⼊替関連益を⾒込む△14エネルギートランスフォーメーション

・バッファー△400億円を織り込み△175消去⼜は全社
△ 220

950

350

830

150

400

780

880

820

760

△ 45

964

214

911

141

452

771

1,015

512

684

15. 2025年度通期予想（セグメント別 当期利益）

（単位︓億円）

上段︓2024年度 実績
下段︓2025年度 予想

2024年度 実績︓5,619億円
2025年度 予想︓5,700億円
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センシティビティ*3
FY25
通期予想

FY24 実績FY23 実績

（年間ベース、25/5公表）通期Q4Q3Q2Q1通期

+20億円（1円/US$の円安）140.00152.61152.55152.37149.68155.85144.59（円）円/US$為替
-0.60%0.27%0.47%0.31%0.20%0.10%△0.02%（円）TORF 3M

⾦利
-3.75%4.81%4.30%4.50%5.08%5.33%5.30%（US$）SOFR 3M

4.3億円（US$100/MT）
46.546.912.512.111.510.941.3（千MT）持分⽣産量

銅
9,3929,1489,1939,2109,7538,4388,476（US$/MT）価格*2

-*4
2万トン弱14.82.63.64.64.117.3（千MT）持分⽣産量

ニッケル
7.677.527.067.277.388.358.68（US$/lb）価格

0.7億円（US$1/MT）
1.21.30.30.30.40.31.1（百万MT）持分出荷量

原料炭
217210185203211242287（US$/MT）価格

2.7億円（US$1/MT）
4.24.30.71.41.11.14.2（百万MT）持分出荷量

⼀般炭
124130105138141136142（US$/MT）価格

4.7億円（US$1/MT）
6.46.12.30.72.50.66.2（百万MT）持分出荷量

鉄鉱⽯*1
100110103100112124120（US$/MT）価格*2

0.9億円（US$1/MT）
0.90.90.5-0.4-0.9（百万MT）持分出荷量

マンガン鉱⽯*1
194242176310295187209（US$/MT）価格*2

-51047012013013090380（千MT）持分⽣産量LNG

16. 前提条件及び センシティビティ
市況価格及び資源権益持分⽣産量

価格は市場情報に基づく、⼀般的な取引価格。
*1 南アフリカ鉄鉱⽯事業の鉄鉱⽯、マンガンの持分出荷量は、Q2、Q4のみに含まれております。
*2 主要投資先の決算期に合わせ、1⽉〜12⽉の商品価格を記載しております。
*3為替は海外事業会社の税後利益を円換算する際の影響額を、資源価格は収益変動による税後利益の影響額を算出しております。
*4 現在、価格変動に伴う持分損益の変動はありません。
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17. 2025年度通期予想（セグメント別 当期利益）
2025年度通期予想（25/5公表）2024年度実績

うち、資産⼊替関連及び特殊損益当期利益
（親会社の所有者に帰属）うち、資産⼊替関連及び特殊損益当期利益

（親会社の所有者に帰属）
40760△10 684 鉄鋼

24082010 512 ⾃動⾞

0880230 1,015 輸送機・建機

078050 771 都市総合開発

20400180 452 メディア・デジタル

△4015020 141 ライフスタイル

2083040 911 資源

△40350△20 214 化学品・エレクトロニクス・農業

130950△40 964 エネルギートランスフォーメーション

370 5,920 4605,664 営業グループ合計

3018010 △45 消去⼜は全社

4006,100470 5,619 合計

0△400--バッファー

4005,700470 5,619 連結

（単位︓億円）
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主な内容累計Q4Q3Q2Q1
鋼材事業 撤退関連損失 等︓約△40、⽶国事業会社 資本再編に伴う税効果 等︓約+40、
EDGEN GROUP︓約△20Q4△10△10000鉄鋼
エアバッグ⽤クッション製造・販売事業 売却関連損失︓約△50
⾃動⾞製造・エンジニアリング事業 再編益︓約+10
エアバッグ⽤クッション製造・販売事業 売却関連損益︓約+10、モビリティサービス事業 資本再編益︓約+20
北欧駐⾞場事業における資本再編に伴う税効果︓約+30

Q1
Q2
Q3
Q4

10303010△50⾃動⾞

SMFLにおける株式売却関連益 等︓約+30、⽶国航空機パートアウト事業⼦会社化に伴う評価益︓約+20
航空機リース事業における保険和解⾦受領︓約+210、SMFLにおける太陽光発電事業減損損失︓約△30

Q3
Q4

2301805000輸送機・建機

SMFLにおける株式売却関連益 等︓約+10
航空機リース事業における保険和解⾦受領︓約+50、SMFLにおける太陽光発電事業減損損失︓約△10

Q3
Q4

50401000都市総合開発

ティーガイア売却関連益︓約+180Q3180018000メディア・デジタル
国内ヘルスケア事業︓約+30
北⽶マッシュルーム事業における過年度損益修正︓約△10

Q3
Q4

20△103000ライフスタイル

尼バツ・ヒジャウ銅鉱⼭権益Deferred Payment売却益︓約+30
マダガスカルニッケル事業︓約△60（債務整理に伴い、株主融資に係る損失を計上︓約△190*2、税効果︓約+130）
ブラジル鉄鉱⽯事業 資本再編に伴う税効果︓約+70

Q2
Q3
Q4

4070△60300資源

⽶国製薬事業 売却関連損益︓約+40
ブラジル農業資材直販事業 貸倒損失︓約△20
ブラジル農業資材直販事業 貸倒損失︓約△40

Q1
Q3
Q4

△20△40△20040化学品・エレクトロニクス・農業

電⼒EPC分野における⼯事損失引当取り崩し︓約+40
電⼒分野︓約△20（国内⾵⼒発電事業撤退損失）、電⼒EPC案件における過年度損益修正︓約+10
電⼒分野︓約△70（エジプト陸上⾵⼒事業減損損失︓約△30、その他︓約△40）

Q2
Q3
Q4

△40△70△10400エネルギートランスフォーメーション

46019020080△10営業グループ合計
1001000消去⼜は全社

47019021080△10連結
*1 資産⼊替関連及び特殊損益は、⼀億の位を四捨五⼊して表⽰しております。
*2 詳細はP.39 「20. セグメント別補⾜情報（資源グループ）」を参照ください。

18. セグメント別資産⼊替関連及び特殊損益 四半期別内訳（2024年度）
（単位︓億円）*1
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主な内容累計Q4Q3Q2Q1
鋼管事業の構造改⾰による利益︓約+20
シーディングビジネスにおける評価損︓約△10

Q1
Q410△100020鉄鋼

⽶国タイヤ販売事業 直営⼩売事業売却に伴う利益 等︓約+150
⽶国タイヤ販売事業 事業再編コスト計上︓約△10
⽶国タイヤ販売事業 事業再編コスト計上︓約△10
北欧駐⾞場事業における減損損失︓約△120、⾃動⾞製造事業における撤退損︓約△30、
インドネシア⾃動⾞⾦融事業 資本再編︓約+20

Q1
Q2
Q3
Q4

0△140△10△10150⾃動⾞

航空機リース事業における保険⾦受領︓約+270Q328010270100輸送機・建機
英国⽔事業売却に伴う減損損失︓約△80、航空機リース事業における保険⾦受領︓約+70Q3△200△2000都市総合開発
メディア分野における事業再編益︓約+80
ミャンマー通信事業における貸倒引当⾦︓約△350

Q2
Q4△260△3500900メディア・デジタル

海外ヘルスケア事業︓約+20
欧⽶州⻘果事業における固定資産減損損失︓約△80、
北⽶マッシュルーム事業︓約△40（固定資産減損損失︓約△60、⽕災保険⾦受領︓約+20）

Q2
Q4△100△1200200ライフスタイル

資源分野︓約+10
資源上流売却案件にかかる税負担補償︓約△20
マダガスカルニッケル事業 減損損失︓約△890、資源分野︓約△20、
南アフリカ鉄鉱⽯事業 減損戻⼊︓約+100

Q1
Q2
Q4△820△8000△2010資源

アグリ事業 税還付︓約+30
アグリ事業 税還付︓約+10
化学品・エレクトロニクス分野︓約△50、⽶国製薬事業 売却関連損失︓約△50

Q2
Q3
Q4

△60△10010300化学品・エレクトロニクス・農業

電⼒EPC追加コスト︓約△20
バーレーン発電・造⽔事業（Hiddプロジェクト）における減損損失︓約△90、
エネルギー分野における過年度損益修正︓約+10
電⼒分野︓約△40 (減損損失︓約△10、その他︓約△30）、EII分野︓約△20

Q2
Q3

Q4

△150△60△70△200エネルギートランスフォーメーション

△1,130△1,580170110170営業グループ合計
△100△1000消去⼜は全社

△1,140△1,580160100170連結
* 資産⼊替関連及び特殊損益は、⼀億の位を四捨五⼊して表⽰しております。

18. セグメント別資産⼊替関連及び特殊損益 四半期別内訳（2023年度）
（単位︓億円）*
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220
170 170

130

Q1 Q2 Q3 Q4

基礎的収益 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓680

主要指標

持分損益
持分⽐率

(2025年3⽉末)会社名 FY25
通期予想

FY24
実績

FY23
実績

696487%100.00 住友商事グローバルメタルズグループ *2

402456%100.00ERYNGIUM

17△1414%100.00 EDGEN GROUP

（単位︓億円）

19. セグメント別業績概要（鉄鋼グループ）

*1 「基礎的収益」は当期利益（親会社の所有者に帰属）から資産⼊替関連及び特殊損益を除いたものです。
*2 住友商事グローバルメタルズが出資関係に拠らず運営に関与・⽀援している事業会社等の業績を含む同社の

管理上業績は、FY23 実績 212億円、 FY24 実績 162億円、FY25 通期予想 257億円となっております。

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

FY25
通期予想増減FY24

実績
FY23
実績

②-①②①

760△8684692当期利益（親会社の所有者に帰属） A

約+40約△20約△10約+10資産⼊替関連及び特殊損益 B

約720約+20約700約680基礎的収益*1 A-B

180 170 180 160

Q1 Q2 Q3 Q4

FY24 合計︓700

FY25 通期予想（基礎的収益）基礎的収益 増減（約+20億円）の
主な要因

鋼管
北⽶鋼管事業 市況回復を⾒込む
他地域鋼管事業 ⼀部プロジェクト端境期に

よる需要減

鋼材
洋上⾵⼒発電⽤の基礎構造物製造事業からの

利益貢献を⾒込む

鋼管
北⽶鋼管事業 市況軟化
他地域鋼管事業 好調

鋼材
中国等における需要低迷の影響

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 実績︓390億円）
洋上⾵⼒発電⽤の基礎構造物製造事業への

出資 （2025年1⽉）
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FY25 通期予想（基礎的収益）基礎的収益 増減（約△20億円）の
主な要因

⾃動⾞製造・エンジニアリング
⽣産体制最適化に伴うオペレーション改善により

増益を⾒込む

⾃動⾞流通販売
堅調に推移

モビリティサービス
⾃動⾞⾦融事業 クレジットコスト減少及びコス

ト削減を⾒込む

タイヤ
物流等オペレーション改善による増益を⾒込む

⾃動⾞製造・エンジニアリング
⽣産体制最適化の進捗遅れにより減益

⾃動⾞流通販売
旺盛な⾞両需要を取り込み、堅調
前期 SPOTの⼤⼝取引あり

モビリティサービス
国内オートリース事業 中古⾞市場好況により

増益

タイヤ
構造改⾰等による費⽤増及び需要軟化による

売上減により減益

その他トピックス主な投資・⼊替実績

⽶国タイヤ販売事業における⾃動⾞修理・
メンテナンス事業会社（マイダス社） 売却益
を⾒込む

投資（FY24 実績︓180億円）

⼊替
エアバッグ⽤クッション製造・販売事業売却

80
160 140 150

Q1 Q2 Q3 Q4

基礎的収益 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓520

主要指標

持分損益
持分⽐率

(2025年3⽉末)会社名 FY25
通期予想

FY24
実績

FY23
実績

202429%100.00住友商事パワー&モビリティ*1, *2

949079%40.43住友三井オートサービス

-*35167%50.00TBC

（単位︓億円）

19. セグメント別業績概要（⾃動⾞グループ）

*1 他セグメントの持分を含めた全社合計の⽐率及び⾦額を表⽰しております。
*2 住友商事パワー&モビリティの⾃動⾞関連ビジネスの業績は当セグメントに、社会インフラ関連ビジネスの業績は

都市総合開発グループ、電⼒関連ビジネスの業績はエネルギートランスフォーメーショングループに帰属しております。
*3 事業パートナーとの関係上、業績予想の公表を差し控えております。

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

120
150 140

80

Q1 Q2 Q3 Q4

FY24 合計︓500

FY25
通期予想増減FY24

実績
FY23
実績

②-①②①

820△7512518当期利益（親会社の所有者に帰属） A

約+240約+10約+100資産⼊替関連及び特殊損益 B

約580約△20約500約520基礎的収益 A-B
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FY25 通期予想（基礎的収益）基礎的収益 増減（約+100億円）の
主な要因

輸送機
 リース事業 堅調に推移
船舶事業 堅調に推移

建設機械
固定資産投資の抑制、コスト削減等を⾒込む

輸送機
 リース事業 航空機リースを中⼼に堅調
船舶事業 堅調

建設機械
建設需要の伸びの鈍化、償却費等のコスト負担

増により減益

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24実績︓950億円）
 ノルウェー洋上⾵⼒⽀援船保有・運⾏会社

出資（2024年6⽉）
建設機械代理店企業 BIA Groupへの出資

（2024年9⽉）
⽶国建機レンタル 更新投資、資産積み増し

170 160 190 170

Q1 Q2 Q3 Q4

基礎的収益 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓680

主要指標 （単位︓億円）

19. セグメント別業績概要（輸送機・建機グループ）

*1 他セグメントの持分を含めた全社合計の⽐率及び⾦額を表⽰しております。
*2 全社持分割合のうち、10/50については、都市総合開発グループに帰属し、40/50のうち、三井住友ファイナンス＆リース経由の

住友三井オートサービスへの出資持分は、⾃動⾞グループに帰属しております。
*3 同社決算発表が未了のため、 持分損益のFY24 実績には、FY24 Q1-3実績を記載しております。

FY24 実績は、開⽰可能になり次第、差し替えます。
*4 事業パートナーとの関係上、業績予想の公表を差し控えております。

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

200 190 210 180

Q1 Q2 Q3 Q4

持分損益
持分⽐率

(2025年3⽉末)会社名 FY25
通期予想

FY24
実績

FY23
実績

454801767%50.00三井住友ファイナンス&リース*1, *2

-*4199*3524-SMBC Aviation Capital

FY25
通期予想増減FY24

実績
FY23
実績

②-①②①

880+531,015962当期利益（親会社の所有者に帰属） A

0約△50約+230約+280資産⼊替関連及び特殊損益 B

約880約+100約780約680基礎的収益 A-B

FY24 合計︓780
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持分損益
持分⽐率

(2025年3⽉末)会社名 FY25
通期予想

FY24
実績

FY23
実績

724645497-*4国内不動産事業*1,*2

195722%100.00SCOA REAL ESTATE PARTNERS

452335-*4⼯業団地事業*1

434247-*4建設資材・機電設備事業*1,*3

232518%100.00住商グローバル・ロジスティクス

FY25 通期予想（基礎的収益）基礎的収益 増減（約+240億円）の
主な要因

不動産事業
継続的な資産⼊替（仕⼊・売却）の促進に

より堅調に推移

不動産事業
資産⼊替（仕⼊・売却）の促進による増益

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 実績︓920億円）
国内外不動産案件 取得
（海外︓⽶国住宅・物流施設、豪州住宅等）

⼊替
国内外不動産案件 売却
（海外︓⽶国住宅・物流施設 等）

90
130

30

230

Q1 Q2 Q3 Q4

基礎的収益 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓480

主要指標 （単位︓億円）

19. セグメント別業績概要（都市総合開発グループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

140
60

220
290

Q1 Q2 Q3 Q4

FY25
通期予想増減FY24

実績
FY23
実績

②-①②①

780+306771465当期利益（親会社の所有者に帰属） A

0約+70約+50約△20資産⼊替関連及び特殊損益 B

約780約+240約720約480基礎的収益 A-B

FY24 合計︓720

*1 当社単体及び事業会社の持分損益の合計を表⽰しております。
*2 （参考）FY24 実績︓住商リアルティ・マネジメント 18億円、住商ビルマネージメント 26億円、住商レジデンシャル 20億円*5

*3 （参考）FY24 実績︓住商セメント 13億円
*4 持分⽐率の異なる複数の事業会社を含むため、記載しておりません。
*5 住商建物株式会社は、2025年1⽉1⽇を効⼒発⾏⽇として、不動産事業を⾏う「住商レジデンシャル（分割時に商号変更）」と

マンション管理事業を⾏う新設会社「住商建物株式会社」に会社分割を実施しましたが、2社合算の数値を記載しております。
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持分損益
持分⽐率

(2025年3⽉末)会社名 FY25
通期予想

FY24
実績

FY23
実績

282234205%50.59*1SCSK

-*3△110*2△106%25.23SAFARICOM TELECOMMUNICATIONS 
ETHIOPIA

-*414*421-*4ティーガイア

357340399%50.00JCOM

737465%45.00ジュピターショップチャンネル*5

FY25 通期予想（基礎的収益）基礎的収益 増減（約+30億円）の
主な要因

国内主要事業会社
堅調に推移、SCSKにおけるネットワンシステムズ

取得効果を⾒込む

エチオピア通信事業
顧客獲得数増加に伴う売上増

国内主要事業会社
堅調

エチオピア通信事業
⽴ち上げコスト増

その他トピックス主な投資・⼊替実績

 FY24 Q3にティーガイアを持分法適⽤対象外
としたが、当社が保有する同社株式の売却
プロセスは、FY25 Q1を⽬途に完了予定

投資（FY24 実績︓3,230億円）
 SCSK ネットワンシステムズ取得
 SCSK 設備投資
 エチオピア通信事業 増資

70 70
40

70

Q1 Q2 Q3 Q4

基礎的収益 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓250

主要指標 （単位︓億円）

19. セグメント別業績概要（メディア・デジタルグループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

70

10

100 100

Q1 Q2 Q3 Q4

*1 2024年7⽉より持分⽐率を50.60%→50.59%に変更しております。
*2 実績の開⽰は半期毎としており、FY24 実績にはFY24 Q1-2実績を記載しております。FY24 実績は開⽰可能になり次第、

差し替えます。
*3 事業パートナーとの関係上、業績予想の公表を差し控えております。
*4 FY24 Q3より、ティーガイアを持分法適⽤対象外としました。
*5 他セグメントの持分を含めた全社合計の⽐率及び⾦額を表⽰しております。

当セグメント持分⽐率/全社持分割合はFY23 実績は30/45、FY24 実績及びFY25 通期予想は37.5/45です。
（FY23 実績の15/45、FY24 実績及びFY25 通期予想の7.5/45については、ライフスタイルグループに帰属）

FY25
通期予想増減FY24

実績
FY23
実績

②-①②①

400+463452△10当期利益（親会社の所有者に帰属） A

約+20約+440約+180約△260資産⼊替関連及び特殊損益 B

約380約+30約280約250基礎的収益 A-B

FY24 合計︓280
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持分損益
持分⽐率

(2025年3⽉末)会社名 FY25
通期予想

FY24
実績

FY23
実績

755840%100.00サミット
181812%100.00フェイラージャパン
343227%100.00住商フーズ
-*214*215%24.82*1ウェルネオシュガー
4544△43%100.00FYFFES

0△21△76%100.00HIGHLINE
352537-*4国内ドラッグストア・調剤薬局事業*3

FY25 通期予想（基礎的収益）基礎的収益 増減（約+50億円）の
主な要因

欧⽶州⻘果事業
バナナ事業を中⼼に好調を維持

国内スーパーマーケット事業
既存店の改装効果等により好調を維持

ヘルスケア
国内外における既存事業のオペレーション効率

化および事業規模拡⼤による収益増を⾒込む

欧⽶州⻘果事業
外部要因によりメロン事業が不調なるも

バナナ・パイナップル事業好調

北⽶マッシュルーム事業
⽣産安定化施策の効果により改善

国内スーパーマーケット事業
好調

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24実績︓360億円）
⽶国ヘルスケア事業 参⼊（2024年4⽉）
国内調剤薬局事業の拡⼤

⼊替
国内ヘルスケア事業 株式売却

10
0

30 30

Q1 Q2 Q3 Q4

基礎的収益 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓70

主要指標 （単位︓億円）

19. セグメント別業績概要（ライフスタイルグループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

0
20

50 50

Q1 Q2 Q3 Q4

*1 2025年2⽉より持分⽐率を25.29%→24.82%に変更しております。
*2 同社決算発表が未了のため、 持分損益のFY24 実績には、FY24 Q1-3実績を記載しております。FY24 実績、FY25 通期予想は

開⽰可能になり次第、差し替えます。
*3 トモズをはじめとした国内のドラッグストア・調剤薬局事業合算の数値を記載しております。（参考） FY24 実績︓トモズ 18億円
*4 持分⽐率の異なる複数の事業会社であるため、記載しておりません。

FY25
通期予想増減FY24

実績
FY23
実績

②-①②①

150+178141△37当期利益（親会社の所有者に帰属） A

約△40約+120約+20約△100資産⼊替関連及び特殊損益 B

約190約+50約120約70基礎的収益 A-B

FY24 合計︓120
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持分損益
持分⽐率

(2025年3⽉末)会社名 FY25
通期予想

FY24
実績

FY23
実績

808648-*2銅事業会社
0△189△1,080%54.17 マダガスカルニッケル事業会社

-*310992%20.00マレーシアアルミニウム製錬事業会社
66246356-*2豪州⽯炭事業会社

244310503%49.00 南アフリカ鉄鉱⽯事業会社
324754%30.00ブラジル鉄鉱⽯事業会社

FY25 通期予想（基礎的収益）基礎的収益 増減（約+150億円）の
主な要因

豪州⽯炭事業・南アフリカ鉄鉱⽯事業
価格下落 等

その他
新規投資からの利益貢献を⾒込む

マダガスカルニッケル事業
当期持分損失を認識せず（別途、債務整理に

伴い、株主融資にかかる損益を計上*4（資産
⼊替関連及び特殊損益に含む））

銅・アルミ
価格上昇 等

豪州⽯炭事業・南アフリカ鉄鉱⽯事業
価格下落 等

その他トピックス主な投資・⼊替実績

 チリ共和国Quebrada Blanca銅鉱⼭開発
プロジェクトのプロジェクトファイナンスにおける
完⼯条件達成（2025年4⽉）

投資（FY24 実績︓290億円）

160

300

80
180

Q1 Q2 Q3 Q4

基礎的収益 四半期推移*1 （単位︓億円）

FY23 合計︓720

主要指標 （単位︓億円）

19. セグメント別業績概要（資源グループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

150

320

180 220

Q1 Q2 Q3 Q4

*1 南アフリカ鉄鉱⽯事業については持分損益を半期ごとに認識しており、Q1・Q3は持分損益を取り込んでおりません。
*2 持分⽐率の異なる複数の事業会社であるため、記載しておりません。
*3 事業パートナーとの関係上、業績予想の公表を差し控えております。
*4 詳細はP.39 「20. セグメント別補⾜情報（資源グループ）」を参照ください。

FY25
通期予想増減FY24

実績
FY23
実績

②-①②①

830+1,006911△95当期利益（親会社の所有者に帰属） A

約+20約+860約+40約△820資産⼊替関連及び特殊損益 B

約810約+150約870約720基礎的収益 A-B

FY24 合計︓870
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持分損益
持分⽐率

(2025年3⽉末)会社名 FY25
通期予想

FY24
実績

FY23
実績

565040%100.00 住友商事ケミカル
534538-*スミトロニクスグループ
454036%100.00 住商ファーマインターナショナル
232024%100.00SUMI AGRO EUROPE
35△8827%100.00 AGRO AMAZONIA
129△7%100.00SUMMIT RURAL WA

FY25 通期予想（基礎的収益）基礎的収益 増減（0億円）の主な要因

基礎化学品
⽯化原料トレード 新規取引拡⼤による販売増

を⾒込む
硫酸事業 物流機能拡充等によるトレード収益

増を⾒込む

エレクトロニクス
堅調な半導体需要継続を⾒込む

ライフサイエンス
医薬品関連取引や化粧品素材事業における

販売増を⾒込む

アグリ事業
 ブラジルでの需要回復に伴う販売増や⾼付加価

値製品による粗利率改善を⾒込む

基礎化学品
⽯化原料トレード 販売増
硫酸事業 トレード収益減

エレクトロニクス
半導体需要の回復傾向に伴う販売増 

ライフサイエンス
医薬品関連取引・ペットケア関連事業 販売増

アグリ事業
前期天候不順の影響や市況下落に伴う需要減
 ブラジルにおける貸倒損失発⽣を受けての与信

引き締めによる販売減

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 実績︓200億円）
 チリバイオ農薬製造・販売会社 出資

（2024年4⽉） 
⽶国有機化学品ディストリビューター 出資、

ルーマニア農業資材直販会社 出資
（2024年6⽉）

 ベトナム農業資材直販会社 出資
（2024年10⽉）

⼊替
⽶国製薬事業 売却（2024年4⽉）

70 70

0

90

Q1 Q2 Q3 Q4

基礎的収益 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓230

主要指標 （単位︓億円）

19. セグメント別業績概要（化学品・エレクトロニクス・農業グループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

50 60 80
40

Q1 Q2 Q3 Q4

* 持分⽐率の異なる複数の事業会社であるため、記載しておりません。

FY25
通期予想増減FY24

実績
FY23
実績

②-①②①

350+50214164当期利益（親会社の所有者に帰属） A

約△40約+40約△20約△60資産⼊替関連及び特殊損益 B

約3900約230約230基礎的収益 A-B

FY24 合計︓230
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持分損益
持分⽐率

(2025年3⽉末)会社名 FY25
通期予想

FY24
実績

FY23
実績

747825557-*2海外IPP/IWPP事業*1

599661482-*2うち、アジア事業
657868-*2うち、欧⽶事業
82867-*2その他地域

131171254%100.00 PACIFIC SUMMIT ENERGY

669780%50.00 エルエヌジージャパン

FY25 通期予想（基礎的収益）基礎的収益 増減（約+10億円）の
主な要因

国内電⼒⼩売事業
平年並みの需要を⾒込む

海外IPP・IWPP
 Van Phong持分利益減

ガスバリューチェーン
天候等による市況ボラティリティの低下を⾒込む

国内電⼒⼩売事業
猛暑で需要堅調も前年好調の反動減

海外IPP・IWPP
 アジア・欧⽶事業における収益増

ガスバリューチェーン
 ガストレード堅調も前年好調の反動減

その他トピックス主な投資・⼊替実績

投資（FY24 実績︓580億円）
 インド都市ガス事業 出資（2024年4⽉）
国内外における再⽣可能エネルギー関連新規・

追加投資

190
250 230

330

Q1 Q2 Q3 Q4

基礎的収益 四半期推移 （単位︓億円）

FY23 合計︓990

主要指標 （単位︓億円）

19. セグメント別業績概要（エネルギートランスフォーメーショングループ）

連結業績に与える影響が⼤きい会社 （単位︓億円）

310
240 250

190

Q1 Q2 Q3 Q4

*1 海外IPP/IWPP事業全体における持分損益の合計です。FY24実績より、海外IPP/IWPP事業の数値に含める対象会社を⼀部
⾒直したため、FY23 実績の数値を組み替えて表⽰しております。

*2 持分⽐率の異なる複数の事業会社であるため、記載しておりません。

FY25
通期予想増減FY24

実績
FY23
実績

②-①②①

950+121964843当期利益（親会社の所有者に帰属） A

約+130約+110約△40約△150資産⼊替関連及び特殊損益 B

約820約+10約1,000約990基礎的収益 A-B

FY24 合計︓1,000
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△ 398

552

1,104 

692 684 760

FY20 FY21 FY22 FY23 FY24 FY25
計画

成⻑戦略遂⾏状況（FY24）
 着床式洋上⾵⼒発電の基礎構造物「モノパイル」製造の世界最⼤⼿EEW Offshore 

Wind Holding（EEW）へ出資。
 欧州で導⼊が進む着床式洋上⾵⼒発電において、サプライチェーンの構築・資機材の

安定供給を通じ、再⽣可能エネルギーの拡⼤へ貢献。
 業界内主要プレイヤーとの協業によるグリーンモノパイルの供給実現を⽬指すと共に、

サプライチェーンのグリーン化を通じ、脱炭素社会の実現に貢献。

鉄鋼事業の強みを活かした成⻑戦略
強み

 鋼材・鋼管に関する深い知⾒・提案⼒・広範な顧客ネットワーク
 地域に根差した強固なサプライチェーンのグローバルな広がり
 世界最⼤級の油井管流通事業とエネルギーメジャーとの戦略パートナーシップ
 鉄道⽤資機材等の特⾊あるセグメントで確⽴したトップシェア

成⻑戦略
 グローバルネットワークを通じ、世界の鉄鋼業界の情勢変化を機敏に捉え、

収益を維持・拡充
 地域営業⼒の強化や在庫リスク等の管理を通じて市況変動耐性を向上

グローバルサプライチェーン

鉄鋼グループ利益計画
（単位︓億円）

中計
2020 SHIFT 2023 中計2026以降

FY26以降
イメージ

 経済成⻑に伴う需要増加地域、エネルギー転換に伴う需要増加市場での
収益拡⼤を狙う

モノパイル （Monopile）︓
• モノパイル︓着床式洋上⾵⼒発電の⾵⾞を⽀える厚⾁⼤径の鋼管杭
• 厚み100ミリメートル超の極厚鋼板を曲げる技術や⾼品質な溶接技術と量産体制を有し、

過去実績に基づく業界内での⾼い評価がEEWの強み

ドイツ北東部ロストックの積み出し港で運搬船に積載されるモノパイル

20. セグメント別補⾜情報（鉄鋼グループ）
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オーストラリア
Summit Auto Lease Australia

インド
Munjal Kiriu Industries
SMAS Auto Leasing India

メキシコ
Kiriu Mexicana
Hirotec Mexico
TBC de Mexico

⽶国
SCオートモーティブエンジニアリング
Kiriu USA
ASAMA Coldwater Manufacturing
TBC

中東・北アフリカ
Toyota Al Iraq（イラク）
Toyota Libya（リビア）

タイ
Kiriu Thailand
Sumitomo Mitsui Auto Leasing & Service
Dunlop Tire Thailand
Summit Capital Leasing

フィリピン
Sumisho Motor Finance Corporation

エンジニアリングサービス
⾃動⾞部品製造
⾃動⾞流通販売
リース・レンタル・サブスクリプション
EV関連事業
タイヤ販売
オートファイナンス
駐⾞場
その他サービス

東アジア
六和桐⽣機械（中国）
冨⼠和機械⼯業（中国）
三益キリウ（韓国）

20. セグメント別補⾜情報（⾃動⾞グループ）
グループ事業展開図

欧州
Toyota Ukraine（ウクライナ）
Summit Motors Ukraine（ウクライナ）
Moto Pfohe EOOD（ブルガリア）
Summit Motors Slovakia（スロバキア）
Summit Motors Ljubljana（スロベニア）
Aimo Park（スウェーデン、ノルウェー、フィンランド）
Aimo Solution（スウェーデン）
Drive Electric（英国）

中央アジア
Toyota Central Asia
Summit Motors Central Asia

⽇本
SCオートモーティブエンジニアリング
SCTMエンジニアリング
浅間技研⼯業
キリウグループ
住友三井オートサービス
KINTO
MOBILOTS
Hakobune
Dexterity-SC Japan
エスシーマシナリアンドサービス
住商アビーム⾃動⾞総合研究所

インドネシア
Kiriu Indonesia
Asama Indonesia Manufacturing
Hino Motors Sales Indonesia
Hino Finance Indonesia
Oto Multiartha
Summit Oto Finance
Weeo
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強固な事業基盤と、⻑年に亘り蓄積したビジネスノウハウ・ベストプラクティスの共有、
経験豊富なグローバル⼈材を強みに、建機グループ経営の⾼度化を図り、更なる成⻑を⽬指す。

地域拡⼤

・ 新地域への進出
・ 地域ポートフォリオの最適化

商品多様化

・ 専⾨性の⾼い機械の導⼊
・ EV製品等新商材の獲得

顧客基盤拡⼤

・ 農業、港湾、ロジスティックス
・ インフラ、エネルギー産業

現場ソリューション

・ 建設SaaS
・ スマートマイニング

成⻑戦略 販売サービス事業

レンタル事業

主要事業

豊富な知⾒ 業界
ネットワーク

グローバル
40ヶ国／29社

⼈材
連結従業員数
約10,000名

グローバルでの経営実績に基づく信頼

20. セグメント別補⾜情報（輸送機・建機グループ）
建設機械事業「強み」を活かした成⻑戦略

アフリカ・欧州広域で建設・鉱⼭機械の代理店事業を展開するBIA Groupと、当社からの出資を
伴う戦略的資本提携契約を締結し、計約20ヶ国での事業に進出。
●BIA Group概要

本社︓ベルギー
主要事業︓コマツ製他建設・鉱⼭機械の販売・サービス代理店
展開地域︓アフリカ・欧州計約20ヶ国

●当社の役割・機能
北⽶・欧州・アジア地域等で培った経験・ノウハウの提供

︓建機事業展開地域
︓BIAとの提携を通じた進出地域

成⻑戦略

戦略を差別化する「強み」

成⻑戦略遂⾏状況（FY24）
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FY23 FY24 FY25 FY26 次期中計
末

イメージ

住宅 / 豪 Highforestプロジェクト
堅調に⼈⼝が増加しており、
住宅の需要が⾼まる豪州 / シドニーに
おける住宅開発分譲事業に参画。
地政学リスクが低く、レジリエンス確保の
観点からも優良なマーケット。

ビル / 学⼠会館共同プロジェクト
⼀般社団法⼈学⼠会との⼤規模
オフィスビルの共同開発事業。
有形⽂化財である学⼠会館旧館を
保存すべく、曳家⼯事での開発を予定。
第⼆の創業の地であり、当社不動産
事業の戦略エリアである神⽥において、
地域と産業のさらなる発展への貢献を
⽬指す。

20. セグメント別補⾜情報（都市総合開発グループ）
不動産事業のサステナブルな成⻑戦略

 資産⼊替（仕⼊・売却）の促進と優良物件のグローバルな開発・積み増し
 Resilience（耐性）の強化＜下⽅耐性、地政学リスク、災害気候変動＞
 Liquidity（流動性）の確保＜市場流動性、パートナーストラクチャリング＞

投下資本
（億円）

基礎的収益
（億円）

国内 / 開発売却型

ビル / Work Villa平河町
2025年2⽉、リノベーション完了。

国内 / 投資⽤不動産 海外 / 開発売却型

商業 / エミテラス所沢
2024年9⽉グランドオープン。

住宅 / クラッシィタワー新宿御苑
2025年1⽉竣⼯、引き渡し開始。

住宅 / ⽶ SCOA REAL     
ESTATE PARTNERS

Aventon Crown
(Washington D.C.近郊) 売却物流施設 / SOSiLA岡⼭南

2024年7⽉竣⼯。

次期中計末
イメージ

ビル・商業施設等

ビル・商業施設・
住宅・物流施設
BTS等

投下資本（海外）
投下資本（国内計）

基礎的収益

内訳
開発売却型
投資⽤不動産
事業会社

3つの「成⻑戦略」に⽴脚した⼊替・積み増しにより
次期中計以降の⾶躍的な成⻑を⽬指す

成⻑戦略 主なパイプライン及び竣⼯ / 売却案件

投下資本 / 利益推移イメージ
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成⻑戦略の着実な遂⾏と投下資本の積み増しにより
FY30にはデジタルSBUとして約600億円の利益規模を⽬指す。

成⻑戦略
① デジタル領域での更なる機能・規模の拡⼤
② グローバルベースでの事業基盤の拡充

デジタル事業の成⻑戦略

産業・顧客課題

 拡充を続ける当社のデジタルケイパビリティとグローバル事業基盤、新規ビジネス開発機能を活⽤し、産業・顧客課題解決を図る。

通信・運輸流通・サービス

⾦融公共

製造

ユーティリティ

成⻑イメージ

20. セグメント別補⾜情報（メディア・デジタルグループ）

課題を解決するDX/ITソリューション提供

システム設計・開発 運⽤・BPOコンサルティング・顧客への提案

デジタルケイパビリティ 総合システムインテグレーター

GXコンサルティング デジタルマーケティングデータアナリティクス

・・・

146 143 161 179 205

FY20 FY21 FY22 FY23 FY24 ・・・ FY30

デジタルSBU利益計画
（単位︓億円）

中計
2020 SHIFT 2023 中計2026以降

イメージ

600規模

のグローバルな顧客基盤と、事業会社経営を通じて獲得した業界課題に関する深い知⾒
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ヘルスケア 〜サステナブルなヘルスケアシステムの構築に向けて〜

20. セグメント別補⾜情報（ライフスタイルグループ）

国内
進捗 進捗

海外

Phase1

Phase2

事業領域

FY21 FY23 FY25 FY30

Phase3

調剤薬局事業

在宅医療事業

調剤薬局向け
プラットフォーム事業

Phase1

Phase2

事業領域

FY21 FY23 FY25 FY30

Phase3

プライマリーケアシステムの経営基盤拡⼤

デジタルヘルスケア機能付加
周辺事業強化

QOL向上に資するサステナブルな
ヘルスケアシステムの構築

ライフスタイルグループの強みを⽣かした基盤の強化・拡⼤

 ドラッグストア・調剤店舗の拡⼤
・ 店舗数︓510店舗（25/3末）
・ 取扱処⽅箋枚数7.6百万枚/年

 在宅対応推進
・ 地域⽀援体制加算取得率
（トモズ店舗数）
28%（24/4）→ 41%（25/3末）

 プラットフォーム事業推進
（医療⼈材派遣サービスへの出資）

 世界最⼤のヘルスケア市場である
北⽶への進出

・ 在宅サービス（糖尿病領域）へ進出
（Vast Medical社への出資）

今後拡⼤を予定

 マレーシア事業拡⼤・深化
・ マネージドケア会員3.9百万⼈
（シェアNo.1）
・ クリニック169施設（規模No.1）
・ 顧客データ活⽤による未病・予防

サービスの提案
・ マレーシアモデルの他国展開

カスタマーリレーションマネジメント

施設リノベーション 客数・売上予測

顧客接点拡充 × データ活⽤によるマーケティング⾼度化

従業員教育

オンライン診療・調剤

チェーンストアオペレーション
店舗オペレーション⼒ × DX・AI活⽤

アプリを通じたデータ収集・分析

One to One マーケティング 店舗業務効率化ID統合による顧客解像度向上

成⻑戦略遂⾏状況（FY24）
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ムーザ鉄鉱⽯鉱⼭
（ブラジル）

セロベルデ銅鉱⼭
（ペルー）

プレスメタルアルミ
製錬⼯場（マレーシア）

アソマン鉄鉱⽯・マンガン
鉱⽯事業（南アフリカ）

20. セグメント別補⾜情報（資源グループ）
資源開発とそのバリューチェーン構築を通じて、当社ならではの価値を提供し、産業の発展と持続可能な社会の実現に貢献

 パートナーとの協業を通じ、需要の伸びが期待できる銅等の商品の収益基盤
を拡充

 市況商品デリバティブにおける専⾨性等も活⽤したトレード機能の⾼度化、
多岐にわたる優良な取引先基盤を強みとしたマーケットインによる上・中下流
⼀体の事業展開

 脱炭素や循環型社会といった社会課題解決に資するビジネスバリューチェーン
の構築

⾮鉄⾦属

コモディティ
ビジネス

⽯炭・
原⼦燃料

上流事業︓
鉱⼭の開発事業
 銅
 ⾦
 ニッケル
 銀・鉛・亜鉛
 アルミ
 ⽯炭
 鉄鉱⽯
 ウラン
 マンガン

中下流事業︓
トレードや加⼯・製造事業
▲

Ambatovy

Assmang

West Mynkuduk
（APPAK）

中部コールセンター
Epsilon Composite
炭素繊維複合材製造

Tri-Arrowsアルミ圧延

Morenci

Tizapa

Mineracao
Usiminas

Cerro Verde

Candelaria/
Ojos del Salado

Quebrada
Blanca

Press Metalアルミ製錬

Summit Energy & Resources
（⽯炭・鉄鉱⽯トレード）

Sakura合⾦鉄製造

Worsley
Northparkes

Hail Creek

Oaky Creek

Clermont

• 鉱⼭操業及び経営の経験
• 強固なパートナーシップ、グローバル

な顧客基盤
• デリバティブを含むオーダーメイドの

トレード機能提供

当社ならではの強み・機能の発揮
アルミ鉄鋼原料・

炭素

住商メタレックス
住商CRM
ペトロコークスジャパン

Jinlong Copper

Sumitomo Corporation
Global Commodities

AEGIS（⽯炭トレード）

5つのSBU

成⻑戦略 グループ事業展開図



© 2025 Sumitomo Corporation

393939

 FY25ニッケル⽣産量は、補助プラント及びスラリーパイプラインの不具合解消により、
昨年度⽐増加する⾒通し。

 引き続き、事業基盤の強化を継続しつつ、株主として本事業の社会的意義や当社の
責務、昨今の市場環境も踏まえ、あらゆる選択肢を俎上に載せて関係ステークホル
ダーにとって最適・最良な⽅針を⾒定めていく。

20. セグメント別補⾜情報（資源グループ）

 2023年12⽉末の補助プラントの不具合、 2024年9⽉末
スラリーパイプライン破損により前年⽐で⽣産量が減少。

個別事業の状況 アンバトビー ニッケルプロジェクト

FY24 実績

今後の⾒通し

 FY24 Q3︓プロジェクト会社において、英国Restructuring Planに基づく債務整理
⼿続が完了し、プロジェクトファイナンスの債務が全額消滅。 これに伴い、当社連結
決算上株主融資の回収可能性を考慮した結果、189億円を損失処理*2。尚、本債
務リストラ⼿続きに関連する税効果約130億円を計上するため、ネットの業績インパクト
は約△60億円。

 FY24Q4︓2025年2⽉からスラリーパイプラインの詳細検査を実施し、安定⽣産に
必要となる適切な操業条件の確⽴を進めている。

*1 アンバトビー ニッケルプロジェクト100%ベース。
*2 同損失処理後、本事業のエクスポージャーは、地場銀⾏からの借⼊に対する保証債務 約50億円となる。

8

13

18

6

9

12

10
9

7

5

8
8

7 

5 

FY23
Q1

FY23
Q2

FY23
Q3

FY23
Q4

FY24
Q1

FY24
Q2

FY24
Q3

FY24
Q4

⽣産量推移

⽣産量（単位︓千MT）

定期修繕

ニッケル価格（左軸︓US$/lb）

ニッケル・コバルト価格推移

コバルト価格（右軸︓US$/lb）

FY25
通期予想増減FY24

実績
FY23
実績

②-①②①

0+891△189△1,080持分損益

7.67△1.167.528.68ニッケル価格（US$/lb）

3万トン半ば-3万弱3万強ニッケル⽣産量（MT）*1

12.40△2.9811.6314.61コバルト価格（US$/lb）

約1100約130約130⽯炭（US$/MT）
主要副資材価格

約130約+10約130約120硫⻩（US$/MT）
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FY20
実績

FY21
実績

FY22
実績

FY23
実績

FY24
実績

FY25
通期…

… FY30
イメージ

基礎的収益
投下資本

新技術・新潮流を捉えた新しい農業関連
ビジネス開発、推進
(クリーンファーミング、スマートファーミング、
次世代型農業⽣産）

次世代農業・イノベーション

農業⽣産者に対する総合的サービス提供
(農薬・肥料・種⼦・農機等農業資材の
直接販売及び関連サービス提供）

農業資材直販事業
アグリ事業SBUの概要

農薬のトレード・加⼯・輸⼊卸売販売、
バイオ農薬関連ビジネス開発

農薬トレード・ディストリビューション事業

 グローバルでの調達・販売・情報ネットワーク

 川上から川下へのバリューチェーンをカバー

• 世界の農薬市場の約80%へのアクセス
• ローカルニーズに適合した新たな技術・資材の提案が可能

• 1950年代に肥料、1970年代に農薬のトレード事業開始
• トレードでの知⾒を活かし、卸売事業、農家向け直販事業に進出
• 蓄積したノウハウを、農家提案、新規投資に活かし事業基盤

拡⼤、機能強化

現地卸売 直販製造 トレード

 市場環境悪化に伴う業績の落ち込みからターン
アラウンドを図り、成⻑戦略の着実な遂⾏を通じ、
FY30には400億円超の利益を⽬指す

 地理的拡⼤、チャネル多⾓化による事業基盤の拡⼤
 機能強化による収益性向上
 イノベーション分野での新規事業開発

20. セグメント別補⾜情報（化学品・エレクトロニクス・農業グループ）
成⻑ドライバーとしてのアグリ事業

75

140

中計2026 以降中計
2020 SHIFT 2023

165

400超

60

△5

（単位︓億円）

当社アグリ事業の強み 成⻑戦略 成⻑イメージ

トピックス︓
2024年4⽉ チリバイオ農薬製造・販売会社 Bio Insumos Nativa出資
2024年6⽉ ルーマニア農業資材直販事業会社 Naturevo S.R.L.完全⼦会社化
2024年10⽉ 住商アグロインターナショナル株式会社によるベトナム農業資材

直販事業会社 Hop Tri Investment Corporation出資

• ⾜元の状況︓2023/2024年作の播種期に発⽣した⼲ばつによる作付/収量減
と穀物国際市況下落により農家の資⾦繰りが悪化、FY24中に農家倒産件数
急増に伴う貸倒損失が発⽣。それを受けて農家への与信審査を引き締めた
結果、売上が減少。 

• 今後の⾒通しと対応策︓2024/2025年の穀物市況は低位安定しているが、
収量増により農家収益は改善傾向にある。FY25は、与信引き締めの⽅針は
維持しつつも、ブランド種⼦やバイオ農薬等の⾼付加価値製品の販売強化に
より採算向上を図る。

ブラジル農業資材直販事業の⾜元の状況、今後の⾒通しと対応策︓
約100

FY25
通期予想
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20. セグメント別補⾜情報（エネルギートランスフォーメーショングループ）

⽣産

流通

消費

インドネシア マングローブ植林
カーボンクレジット創出事業

ベルギー 洋上⾵⼒発電事業

 各産業セクターのバリューチェーンを俯瞰し、⽣産から流通を経て消費まで、強固な事業基盤、数多くのエネルギーソリューション、
次世代エネルギーの事業化といった強みの連携で、地域ニーズを捉えた脱炭素と安定供給のエネルギーワンストップソリューションで社会に貢献します。

 森林事業
 蓄電事業・設備
 発電事業
 電⼒EPC
 ガスバリューチェーン・海洋海運

ベルギー
洋上⾵⼒発電事業

英国
洋上⾵⼒発電事業
天然ガストレード&マーケティング

スペイン
太陽光発電事業

フランス
洋上⾵⼒発電事業

ブラジル
FPSO事業

ガーナ
⽕⼒発電事業
FPSO事業

南アフリカ
陸上⾵⼒発電事業

インドネシア
⽕⼒発電事業
地熱発電事業
LNG事業

クウェート
⽕⼒発電・造⽔事業

ベトナム
⽕⼒発電事業

ロシア
森林事業

豪州
⽕⼒発電事業
LNG事業

フィリピン
⽔⼒発電事業

中国
陸上⾵⼒発電事業

ニュージーランド
森林事業

⽇本
電⼒⼩売事業
蓄電事業
洋上・陸上⾵⼒発電事業
太陽光発電事業
⽕⼒発電事業
バイオマス発電事業
舶油（適合油）トレーディング
LNGバンカリング
国内電⼒トレーディング
LPG元売事業
LPG⼩売事業

グループ事業展開図

UAE
⽕⼒発電・造⽔事業

カタール
LNG事業

エジプト
陸上⾵⼒発電事業

バーレーン
⽕⼒発電・造⽔事業

タイ
⽕⼒発電事業

インド
再⽣可能エネルギー電源
開発・電⼒供給事業
都市ガス事業

⽶国
陸上⾵⼒発電事業
⽕⼒発電事業
太陽光発電/蓄電池事業
蓄電設備
LNG輸出事業
天然ガストレード&マーケティング
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今後の取り組み⽅針FY24までの取り組み状況⻑期⽬標マテリアリティ
・100SEED活動「キャリア教育⽀援『Mirai School』」を継続
希望校増加に伴い、FY25は、全国80校の⽣徒1万⼈超に
実施予定

・「教育」を活動テーマとする社員参加型の社会貢献活動100SEED
をグローバルに推進。FY24の単体・地域組織における社員参加率
は、国内・海外それぞれ5%超を⾒込む

地域社会・経済の発展への貢献
安⼼でゆたかな暮らし

を実現する

・FY26分よりSSBJに準拠した開⽰（気候関連のリスク及び機会の
財務的影響を含む）を計画しており、順次対応中

・社会の脱炭素化にステークホルダーとともに取り組むとともに、
GX推進を通じて新たな成⻑を加速させる

・当社グループ全体におけるサプライチェーン上の温室効果ガス
排出量（Scope3）算定完了

・主なGX推進案件について、社会のCN化貢献度を測る
定量指標として削減貢献量のトライアル算定を実施

社会のカーボンニュートラル化への貢献
気候変動問題

を克服する

・FY25中のTNFD本開⽰実施等、情報開⽰の拡充
・サプライチェーンを含めた優先事業における⾃然への取り組み強化

・TNFD Early AdopterとしてTNFDに基づくトライアル開⽰を実施
・今後、リスクベースで⾃然への取り組みを強化するため、
グループ全体での優先事業（⾼リスク事業）の特定を実施

循環型経済の構築や
サプライチェーンマネジメント等を通じた

⾃然と共⽣する社会の実現⾃然資本を
保全・再⽣する

・サプライチェーンを含めた優先事業における⼈権DD及び
グリーバンスメカニズムのさらなる強化

・FY21から実施してきた全事業への⼈権DDを完了
・今後、リスクベースで⼈権DDを強化していくためにグループ全体での
優先事業（⾼リスク事業）の特定を実施

全事業・サプライチェーンにおける
全てのステークホルダーの⼈権尊重⼈権を尊重する

・リーダーに求められる⾏動様式（コンピテンシー）の策定と
それに基づく⼈財アセスメント（360度評価）と⼈財登⽤

・経営⼈財育成のための⼈財育成体系の再整備

・WILL選考の実施や社内公募制の拡⼤など、多様な”個”の意志・
ポテンシャルを最⼤限に引き出す施策の実⾏

・経営⼈財を計画的に育成するため、ポテンシャル⼈財の特定と
育成ポジションの設定・マッチングを実施し、育成サイクルを開始

・重要ポジションのサクセッションパイプラインを充実・強化
（キャリア採⽤⼈財・⼥性・若⼿を積極的にノミネート）

多様な社員⼀⼈ひとりが⾃分らしく、
イキイキと⼒を発揮できる職場の実現

⼈材育成とDE&Iを
推進する

・機関設計の変更（監査等委員会設置会社への移⾏）を含む
関連議案を6⽉の定時株主総会へ付議し、承認がされることを
条件に新体制で運営開始予定

・取締役会を経営執⾏に対し、実効性の⾼い監督機能を発揮できる
体制・運⽤へ⾒直す⽅向性を確認

・具体的なアクションとして、①社外取締役の過半数化、②重要な
業務執⾏の意思決定について経営会議への委任範囲を拡⼤、
③全社重要経営テーマへのモニタリング・議論を充実させるための
議題設定を⾏うことを決定

当社グループの企業価値向上に資する
ガバナンス体制の構築

ガバナンスを
維持・強化する

21. サステナビリティ経営の進捗
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22.連結包括利益計算書の概要

増減FY24 実績FY23 実績

+3,81872,92169,103収益

+1,02314,44813,425売上総利益

△1,121△10,397△9,276販売費及び⼀般管理費

(△212)(△282)(△70)(うち、貸倒引当⾦繰⼊額)

+304△2△307固定資産損益

△109△273△163利息収⽀

+13149137受取配当⾦

+34338037有価証券損益

+1,0462,7701,724持分法による投資損益

+181△119△300その他の損益

+1,6796,9565,276税引前当期利益

+149△866△1,015法⼈所得税費⽤

+1,8296,0904,261当期利益

当期利益の帰属︓

+1,7555,6193,864親会社の所有者

+73471398⾮⽀配持分

△4,2314,2408,471当期包括利益（親会社の所有者に帰属）

FY24 実績の概要（単位︓億円）

売上総利益
 ⾃動⾞流通販売事業 堅調に推移
 デジタル事業 ネットワンシステムズ新規連結による増
 海外発電事業 既存事業における収益増

販売費及び⼀般管理費
 ⼈件費上昇の影響 等

有価証券損益
 ティーガイア売却関連益 等

持分法による投資損益
 前期 ミャンマー通信事業 貸倒引当⾦計上の反動増
 前期 マダガスカルニッケル事業 減損損失の反動増
 前期 ⽶国タイヤ販売事業 直営⼩売事業売却に伴う利益の反動減
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増減FY24実績FY23 実績

+346,1236,089営業活動によるキャッシュ・フロー

+1,8296,0904,261当期利益

+1932,1952,002減価償却費及び無形資産償却費

△1,046△2,770△1,724持分法による投資損益

△282,1432,172配当⾦の受取額

△913△1,535△622その他（営業資産・負債の増減等）

△2,422△4,614△2,192投資活動によるキャッシュ・フロー

+49△943△992有形固定資産等の収⽀

△2,144△3,379△1,236投資・有価証券等の収⽀

△327△29235貸付⾦の収⽀

△2,3871,5093,896フリーキャッシュ・フロー

+1,681△2,474△4,155財務活動によるキャッシュ・フロー

23. 連結キャッシュ・フロー計算書の概要
（単位︓億円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
 コアビジネスが着実にキャッシュを創出
 JCOM、SMFL等 持分法投資先からの配当
 運転資⾦の増加

投資活動によるキャッシュ・フロー
 有形固定資産等の収⽀

事業会社設備投資 等
 投資・有価証券等の収⽀

洋上⾵⼒発電⽤の基礎構造物製造事業への出資
建設機械代理店企業 BIA Groupへの出資
SCSKによるネットワンシステムズ取得
インド都市ガス事業出資
政策保有株式の売却
ティーガイア株式の売却 等

財務活動によるキャッシュ・フロー
 配当⾦の⽀払、⾃⼰株式取得 等

FY24 実績の概要
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24. 連結財政状態計算書の概要
増減FY24末実績FY23末 実績

+5,986116,312110,326資産

+1,36250,74149,379流動資産

△9725,7066,679現⾦及び現⾦同等物

+1,15520,28219,127営業債権及びその他の債権

△508235743契約資産

+1,67116,53814,868棚卸資産

+1354,7144,579その他の流動資産

+4,62465,57060,946⾮流動資産

+1,52630,10528,579持分法で会計処理されている投資

△4794,3764,855その他の投資

△664,9254,991営業債権及びその他の債権

+3,90022,53618,636有形固定資産 / 無形資産 / 投資不動産

+3,85367,45663,603負債（流動/⾮流動）

+1,09818,74517,647営業債務及びその他の債務

+5711,9111,340契約負債

+53032,54732,017有利⼦負債（社債及び借⼊⾦）

(+1,491)(26,725)(25,234)** 上段はグロス、下段は現預⾦ネット後

+2,13348,85646,723資本

+2,03046,48544,455株主資本

0.3pt悪化40.0%40.3%株主資本⽐率（%）
±0.0pt 0.60.6DER（Net）

営業債権及びその他の債権（流動/⾮流動）
 増加︓貴⾦属価格上昇 等

棚卸資産
 増加︓貴⾦属取引 等

有形固定資産 /無形資産 /投資不動産
 増加︓SCSKにおけるネットワンシステムズ新規連結の影響

株主資本
 増加︓当期利益（親会社の所有者に帰属）
 減少︓配当⾦の⽀払、⾃⼰株式の取得・消却、在外営業活動体の換算差額 等

（単位︓億円） FY24 実績の概要

* IFRIC第12号「サービス委譲契約」に従い、詳細に検討した結果、 2024年度より流動資産に含まれる⼀部の取引の表⽰を
流動資産並びに⾮流動資産に含めて表⽰しており、2023年度の⾦額もこれに合わせて修正表⽰しております。

*

*
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34.3% 33.3% 35.7% 37.0% 33.4% 34.1% 32.7% 32.6% 32.7% 33.8% 34.4%

24.3% 25.0%
26.3%

28.2%
27.9% 27.9% 28.1% 28.1% 26.6% 26.6% 26.1%

17.2% 18.7%
15.7%

13.7%
15.6% 17.1% 17.6% 17.9% 18.9% 18.8% 18.6%

13.4% 12.7% 12.1% 10.9% 12.9% 11.7% 12.7% 12.5% 13.1% 12.1% 12.2%

10.8% 10.3% 10.2% 10.2% 10.1% 9.3% 8.8% 8.9% 8.7% 8.7% 8.6%

2015/3 2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

外国法⼈等 信託銀⾏ 個⼈その他 事業法⼈等 ⾦融機関（除く信託銀⾏）

25. 株主構成推移
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